
 

 

 

自己評価報告書 
 

〜誰もが尊厳を守られる権利擁護支援〜 

 

 

 

 

 

 

 

 
                   長岡市 田中 翠恵さん 作 

 

 

 

２０２３年３月 

 

特定非営利活動法人後見つぼみ 

                 代表理事 中田 敏雄 

offic
スタンプ



 

 

 



 1 

自己評価報告書目次 

 

 

はじめに 自己評価実施について 

（NPO法人 後見つぼみ 代表理事 中田 敏雄）-------------2 

 

１.法人組織図------------------------------------------------------3 

 

２.後見つぼみの概要------------------------------------------------4 

 

３.自己評価委員会設置について--------------------------------------5 

 

４.自己評価実施方法について----------------------------------------6 

 

５.自己評価実施要綱------------------------------------------------8 

 

６.自己評価票（様式１）--------------------------------------------9 

 

７.自己評価結果表（様式２ 様式３）評価委員会版-------------------16 

 

 ８.後見つぼみの自己評価結果を読んで  

石渡 和実 東洋英和女学院大学名誉教授--------------------29 

 

まとめ 自己評価を実施して 

（自己評価委員会 委員長 須田 幸隆）------------------31 

 

参考資料 

① 法人基本理念 

② 法人設立趣意書 

③ 受任状況 

④ 神奈川新聞（2022.05.30）弱者に伴走 

⑤ NPO法人 後見つぼみの活動 



 2 

はじめに 自己評価実施について 

 

私たちは、NPO 法人 後見つぼみ（以下つぼみ 設立 2020 年 10月 30 日）と認定 NPO 法

人よこはま成年後見つばさ（以下つばさ 設立 2011 年 10 月 12 日）の二つの団体で法人

後見に取り組んでいます。    

つばさでは、2019 年 10 月に評価（自己評価 第三者評価 アンケート調査）を実施し

ました。これは、質の向上を目的とした横浜市福祉サービスの第三者評価の仕組みに模し

た手法でした。 

2021 年 10月 21 日、つばさは厚生労働省の調査委託を受けた日本総研から法人後見評価

のヒアリングを受けました。 

 

第二期基本計画のパブリックコメントで、つぼみからは以下の意見を提出しました。 

国からは「ご意見として承り、今後の検討の参考とさせていただきます」との回答があ

りました。 

 

16 ページ 6 行目「後見人等の質」について 

意見⑧ 後見業務の質向上のために、評価を導入してはどうか 

 

理由 福祉サービスについては、社会福祉法第 78 条で事業者に評価の努力義務が課されて

います。第三者評価も導入されています。評価とは、社会福祉基礎構造改革の中で利用者本

位の社会福祉制度確立のために打ち出された手法です。事業者が質の高い福祉サービスを

提供しなければ、利用者からは選択されません。自己及び第三者による評価は、福祉サービ

スの質の向上を図るきっかけになる仕組みです。私たちの法人後見では、既に評価をフルス

ペック（自己評価 第三者評価 利用者の満足度調査）で行い公表しています。      

評価を実施するために、標準の評価シート（評価項目 評価基準）を策定してはどうか。 

 

現在（2022 年 10 月）、国が示している資料によれば、法人後見実施団体による自己評

価が新規提案されています。その目的は、「質の向上」ではなく「信頼性の向上」として

います。 

最高裁家庭局が示した法人選任における考慮要素に沿って、法人後見を担う上で「最低

限こうした団体であれば、法人として一定の信頼を獲得できると考える外形的な評価項目

例を提示する」とされています。 

これは、従来私たちが法人適格性の問題として整理してきたものです。 

私たちは、こうした新たな考えに基づき独自に評価項目、評価基準、評価票を作成し、

試験的に自己評価を実施していくことにしました。 

 

2022 年 10 月 

 

NPO 法人後見つぼみ 

代表理事 中田 敏雄 
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2022 年 10月 14日 

特定非営利活動法人 後見つぼみ 
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          特定非営利活動法人  

後見つぼみ    
        

 

 

所在地 〒222−0021 横浜市港北区篠原北一丁目９番８号 

設立 2020 年 10 月 30 日 役員数 理事：6 名 監事：1 名 

代表理事 中田 敏雄 事務局 高橋 多比羅 山村  

電話 045−834−9320 Fax 045-834-9321 

メール kokentubomi@khe.biglobe.ne.jp URL https://kokentubomi.wixsite.com/website 

 

 

法人設立経緯 

 

 後見つぼみは、判断能力の不十分な方々の権利擁護を目的に法人後見を

実施する団体です。相談段階から、地域連携ネットワークを構築しご本人

やご家族等との信頼関係を深めつつ、申立支援、法人受任まで一体的に進

めます。取り分け資力の乏しい方々の支援に力を入れます。 

 メンバーは横浜市社会福祉職 OB（ケースワーカー）、ケアマネジャー等

の対人援助経験者で、身上保護に強みを発揮したチーム支援を行います。  

 ライト（軽い、明るい、権利擁護）な小さい NPO 法人ですが、市民のニ

ーズと期待に応えていく決意のもと、地域の課題解決に取り組み、他の法

人後見実施団体誕生の模範となるべく、志は高く持って前進します。 

後見つぼみのネーミングには、～それぞれの蕾、その人らしく花咲き、豊

かに実ればいいね～と成長の願いを込めています。  

会員・賛助会員 会員 41 名 賛助会員 9 名（2022 年 5 月 26 日現在） 

 

 

事業内容 

 

●成年後見制度の利用相談・申立支援に関する事業 

●成年後見人等の法人受任に関する事業 

●市民研修や法人の担当者・SV の養成、育成に関する事業 

●その他、この法人の目的を達成する為に必要な事業 

 

 

実  績 

 

 

通算の受任状況は、次の通りです。（2022 年 12 月末現在） 

   分野別                     （件） 

認知症高齢者 知的障がい者 精神障がい者 合計 

2 件 5 件 1 件 8 件 

       在宅 1     在宅 0      在宅 0 

 

 

 

 

特記事項 

 

 

 

①2020 年 08 月 09 日 法人設立総会を行い設立の意思決定 

②2020 年 08 月 11 日 横浜市市民局に NPO 法人認証申請 

③2020 年 10 月 29 日 横浜市から NPO 法人の認証 

④2020 年 10 月 30 日 法務局に法人登記申請 

⑤法人基本理念を「誰もが尊厳を守られる権利擁護支援」と決定 

⑥長岡市の田中翠恵さん作のイラスト採用 

⑦2021 年 02 月 12 日１番目法人受任 後見 本人 

⑧2021 年 02 月 26 日２番目法人受任 保佐 本人(代理) 

⑨2021 年 03 月 29 日３番目法人受任 後見 本人 
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2022 年 10月 13 日 

NPO 法人 後見つぼみ 

自己評価委員会設置について 

 

NPO 法人 後見つぼみは、WAM 助成事業の一環として厚生労働省がモデル事業の中で示して

いる法人後見自己評価に取り組みます。 

 法人後見自己評価に取り組むため、法人内に自己評価委員会を設置します。 

法人後見評価については、2019 年 10 月に認定 NPO 法人 よこはま成年後見 つばさが実施

しました。私たちはこれに関わっています。これについて、2021 年 10 月厚生労働省から調

査委託を受けた日本総研からヒアリングを受けました。また、第二期成年後見基本計画のパ

ブリックコメントに当たって、後見つぼみから意見を提出しています。 

「後見人等の質」について 

意見⑧ 後見業務の質向上のために、評価を導入してはどうか 

理由 福祉サービスについては、社会福祉法第 78 条で事業者に評価の努力義務が課されて

います。第三者評価も導入されています。評価とは、社会福祉基礎構造改革の中で利用者本

位の社会福祉制度確立のために打ち出された手法です。事業者が質の高い福祉サービスを

提供しなければ、利用者からは選択されません。自己及び第三者による評価は、福祉サービ

スの質の向上を図るきっかけになる仕組みです。私たちの法人後見では、既に評価をフルス

ペック（自己評価 第三者評価 利用者の満足度調査）で行い公表しています。      

評価を実施するために、標準の評価シート（評価項目 評価基準）を策定してはどうか。 

 

自己評価を実施するため、厚生労働省が示した自己評価の趣旨、目的を熟読しました。 

成年後見制度利用促進現状調査等事業報告書 

3 ページ 6 ページ 

https://www.mhlw.go.jp/content/12000000/000938668.pdf 

「成年後見制度利用促進現状調査等一式」事業概要 

5 ページ 8 ページ 19 ページ 29〜35 ページ  

https://www.mhlw.go.jp/content/12000000/000930671.pdf 

 

＜自己評価委員会＞ 

自己評価委員会委員長  須田 幸隆 

 代表理事       中田 敏雄 

 副代表理事      山野上 啓子 

 

＜検討事項＞ 

１.法人後見自己評価実施要綱 

２.自己評価票（評価項目 確認書類） 

３.評価結果のとりまとめ（評価基準 結果表） 

４.役割分担 

５.実施時期 
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つぼみの法人後見自己評価実施方法について 

Ⅰ 法人後見自己評価の実施方法 

１．評価の目的 

 特定非営利活動法人後見つぼみ（以下「つぼみ」と言う。）は、地域の社会課題の解決に向けて

法人後見業務を行なっています。つぼみが行う自己評価は、法人後見業務の適正な遂行及び情報公

開等で市民や利用者の「信頼性の向上」を図り、もって被成年後見人等の権利擁護支援に資するこ

とを目的とします。 

２．自己評価の実施 

 自己評価の実施は、自己評価実施要綱に基づき実施します。 

３．評価の内容 

 評価の内容は、①自己評価のみとし②第三者評価、③アンケート調査は将来の課題とします。 

４．評価票（評価項目）及び評価結果表（評価基準） 

 評価票（評価項目・評価着眼点）は様式１とし、評価結果表は様式２ 様式３とします。 

５.評価基準 

 A:全部できている B：一部できていない C：できていない 

 評価小項目（中項目）で評価 bが複数ある場合は、中項目（大項目）は評価 Bとします。 

 同様に評価 cが一つある場合は、上位項目は評価 Cとします。 

６．自己評価委員会 

 自己評価結果は、法人内に設置した自己評価委員会でまとめます。 

 

評価項目、評価調査員は次のとおりとします。 

 評価項目 調査員 

１.法人運営 ・法人設立 

・総会開催 

・理事会等開催 

・事業計画等 

・情報公開 

・コンプライアンス 

・事務局 

・法人代表 

・会員状況 

・幹部養成 

・信頼性向上 

 

中田 山野上 須田 

２.財政基盤 

 

 

・財政状況 

・損害賠償 

・財務管理 

・報酬付与申立 

・報酬助成申請 

・会費 

・助成制度 

・寄付 

・信頼性向上 

 

中田 山野上 須田 
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３.遂行能力 

 

・後見事務 

・指導監督 

・研修制度 

・財産管理 

・不正対応 

・受任調整 

・SV配置 

・業務検討 

・利用相談 

・申立支援 

・法人受任 

・信頼性向上 

 

中田 山野上 須田 

 

４．利害関係 ・利害関係 

・将来の懸念 

・防止対策 

・課題論議 

・信頼性向上 

 

中田 山野上 須田 

 

７．公表 

 評価結果は、つぼみのホームページで公表します。 

８．報告 

 評価結果は家裁に報告します。また WAMや厚生労働省等行政にも適宜報告します。 

 

Ⅱ 2022年度法人後見自己評価の実施スケジュール等 

○実施時期 

 2022年 10月〜2022年 12月 

○自己評価委員会  

 委員長 須田 幸隆 （横浜市福祉サービス第三者評価調査員） 

 委員  中田 敏雄 （神奈川県福祉サービス第三者評価調査員） 

 委員  山野上 啓子（横浜市福祉サービス第三者評価調査員） 

 

○評価方法 

 自己評価実施要綱に基づく 

○スケジュール 

 10月      評価委員会設置 

 10月         評価実施要綱 評価項目 評価基準 評価票策定      

11月       自己評価実施 評価結果とりまとめ 

12月      結果報告書作成 

01月       公表  

 

 

2022年 10月 

特定非営利活動法人 後見つぼみ 

自己評価委員会委員長 須田 幸隆 
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法人後見自己評価実施要綱 

 

（目的） 

第１条 特定非営利活動法人後見つぼみ（以下「つぼみ」と言う。）は、地域の社会課題

の解決に向けて法人後見業務を行なっています。つぼみが行う自己評価は、法人後見業務

の適正な遂行及び情報公開を行なって「信頼性の向上」を図り、もって被成年後見人等の

権利擁護支援に資することを目的とします。この要綱は、その自己評価に必要な事項を定

めます。 

 

（評価票） 

第２条 自己評価は、別に定める評価票（様式１）に基づき行います。 

 

（評価者） 

第３条 自己評価は、法人の中に設けられた自己評価委員会が行います。 

 

（準備） 

第４条 つぼみ事務局は、自己評価を受けるために事前に活動報告書や資料を整備したフ

ァイル及び通帳、現金出納帳等を準備します。 

 

（場所） 

第５条 自己評価は、つぼみの事務所内で行います。 

 

（結果） 

第６条 評価結果は、自己評価結果表（様式２）や総括表（様式３）に取りまとめ、法人

代表理事に報告します。 

 

（公表） 

第７条 自己評価結果は、つぼみのホームページで公表します。また法人後見普及のため

に家裁や行政にも適宜報告します。 

 

（守秘義務） 

第８条 自己評価の過程で知り得た個人情報は、一切漏らしてはならない。 

 

（報酬） 

第９条 自己評価に関する費用は、理事会が定める額を報酬として支払います。 

 

（その他） 

第 10条 自己評価は、法人の事業計画に基づきおおよそ１年に１回実施します。  

 

附則 

この要綱は、2022年 10月 1 日から施行します。 

 

 

5.3.2.2法人後見自己評価実施要綱 
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広
報

誌
等

の
発

行
・

広
報

方
法

 

a
 

b
 

c
 

0
6
 
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン

ス
 

個
人

情
報

保
護

規
定

は
定

め
て

い
る

か
 

個
人

情
報

保
護

規
定

 
法

人
運

営
規

程
 

 
a
 

b
 

c
 

9



0
7
 
事

務
局

 

   

・
会

計
に

関
す

る
専

門
知

識
を

持
つ

者
は

い
る

か
、

ま
た

は
専

門
家

の
関

与
が

あ
る

か
 

 

・
現

金
の

取
り

扱
い

 
財

産
管

理
の

チ
ェ

ッ
ク

体
制

は
あ

る
か

 
 

・
法

定
保

存
文

書
の

保
存

を
し

て
い

る
か

 

予
算

・
決

算
報

告
書

 

業
務

検
討

会
 

財
産

管
理

要
領

 
 

文
書

保
存

規
程

 

 

a
 

b
 

c
 

0
8
 
法
人
代
表

 
・

代
表

者
の

紹
介

は
あ

る
か

 
 

a
 

b
 

c
 

0
9
 
会
員
状
況

 
・

実
践

力
の

あ
る

会
員

を
確

保
出

来
て

い
る

か
 

 
a
 

b
 

c
 

1
0
 
幹
部
養
成

 
・

法
人

持
続

化
の

た
め

に
幹

部
（

含
 
S
V
）

を
養

成
し

て
い

る
か

 
 

a
 

b
 

c
 

1
1
信
頼
性
向
上

 
・

信
頼

性
向

上
の

取
り

組
み

は
あ

る
か

 
 

a
 

b
 

c
 

【
判

断
し

た
理

由
・

特
記

事
項

等
】

 

＜
コ
メ
ン
ト
＞

 

        ＜
課
題
＞

 

     
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  

10



法
人
後
見
自
己
評
価
票
（
財
政
基
盤
）

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

様
式

1
−
2
  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
評

価
者

 
 

 
 

 
 

 
評

価
年

月
日

 
 

年
 

 
月

 
 

日
 

 

評
価
項
目
（
中
項
目
）

 
評

 
価

 
結

 
果

 
評

 
価

 

＜
Ⅱ
財
政
基
盤
＞

 
 

  

A
 

B
 

C
 

評 価
 

基 準
 

a
 

全
部
で
き
て
い
る

 
評
価
小
項
目
（
中
項
目
）
で
評
価

b
が
複
数
あ
る
場
合
は
、

中
項
目
（
大
項
目
）
は
評
価

B
と
し
ま
す
。

 

同
様
に
評
価

c
が
一
つ
あ
る
場
合
は
、
上
位
項
目
は
評
価

C
と
し
ま
す
。

 

 

b
 

一
部
で
き
て
い
な
い

 

c
 

で
き
て
い
な
い

 

評
価
項
目
（
小
項
目
）

 
評
価
の
着
眼
点

 
確
認
書
類

 
評
価

 

0
1
 
財

政
状

況
 

・
財

政
状

況
（

資
産

や
収

支
）

が
安

定
し

て
い

る
か

 
決

算
書

 
予

算
書

 
貸

借
対

照
表

 
a
 

b
 

c
 

0
2
 
損

害
賠

償
 

・
本

人
に

与
え

た
損

害
を

賠
償

す
る

能
力

が
あ

る
か

 
賠

償
責

任
保

険
の

証
書

 
a
 

b
 

c
 

0
3
 
財

務
管

理
 

・
法

人
の

財
務

が
適

正
に

管
理

さ
れ

て
い

る
か

 
組

織
規

程
 

組
織

図
 

役
員

名
簿

 
a
 

b
 

c
 

0
4
 
報
酬
付
与
申
立

 
・
報
酬
付
与
申
立
を
迅
速
に
行
な
っ
て
い
る
か

 
審
判
書

 
a
 

b
 

c
 

0
5
 
報
酬
助
成
申
請

 
・
成
年
後
見
制
度
利
用
支
援
事
業
を
迅
速
に
申
請
し
て
い
る

か
 

決
定
通
知
書

 
a
 

b
 

c
 

0
6
 
会
費

 
・

会
員

・
賛

助
会

員
の

会
費

納
入

は
適

正
か

 
会

員
名

簿
 

決
算

書
 

a
 

b
 

c
 

0
7
 
助
成
制
度

 
・

助
成

制
度

を
積

極
的

に
活

用
し

て
い

る
か

 
申

請
書

 
a
 

b
 

c
 

0
8
 
寄
付

 
・

寄
付

を
積

極
的

に
募

っ
て

い
る

か
 

決
算

書
 

広
報

誌
・

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

等
 

a
 

b
 

c
 

0
9
 
信
頼
性
向
上

 
・

信
頼

性
向

上
の

た
め

に
公

開
し

て
い

る
か

、
第

三
者

に
よ

る
確

認
方

法
は

あ
る

か
 

事
業

計
画

書
 

つ
ぼ

み
ニ

ュ
ー

ス
 

 

a
 

b
 

c
 

【
判

断
し

た
理

由
・

特
記

事
項

等
】

 

11



＜
コ
メ
ン
ト
＞

 

         ＜
課
題
＞
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法

人
後
見
自
己
評
価
票
（
実
施
能
力
）

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

様
式

1
−
3
  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

評
価

者
 

 
 

 
 

 
 

 
評

価
年

月
日

 
 

年
 

 
月

 
 

日
 

 

評
価
項
目
（
中
項
目
）

 
評

 
価

 
結

 
果

 
評

 
価

 

＜
Ⅲ

 
実
施
能
力
＞

 
 

  

A
 

B
 

C
 

評
価

 

基
準

 

a
 

全
部
で
き
て
い
る

 
評
価
小
項
目
（
中
項
目
）
で
評
価

b
が
複
数
あ
る
場
合
は
、

中
項
目
（
大
項
目
）
は
評
価

B
と
し
ま
す
。

 

同
様
に
評
価

c
が
一
つ
あ
る
場
合
は
、
上
位
項
目
は
評
価

C
と
し
ま
す
。

 

 

b
 

一
部
で
き
て
い
な
い

 

c
 

で
き
て
い
な
い

 

評
価
項
目
（
小
項
目
）

 
評
価
の
着
眼
点

 
確
認
書
類

 
評
価

 

0
1
 
後

見
事

務
 

・
事

務
担

当
者

に
後

見
事

務
を

遂
行

す
る

能
力

が
あ

る
か

 
会

員
名

簿
 

資
格

 
研

修
歴

 
経

験
 

a
 

b
 

c
 

0
2
 
指

導
監

督
 
 
 

 

・
事

務
担

当
者

に
対

す
る

指
揮

命
令
（

指
導

監
督

）
態

勢
は

適
切

か
 

 

組
織

図
 

法
人

運
営

規
程

 

業
務

検
討

会
 

S
V
配

置
 

a
 

b
 

c
 

0
3
 
研

修
制

度
 

・
担

当
者

に
対

す
る

研
修

制
度

は
整

備
さ

れ
て

い
る

か
 

養
成

研
修

 
説

明
会

 
担

当
者

会
議

 
a
 

b
 

c
 

0
4
 
財

産
管

理
 

・
財

産
管

理
の

方
法

は
適

切
か

 
法

人
運

営
規

程
 

業
務

検
討

会
 

a
 

b
 

c
 

0
5
 
不

正
対

応
 

・
不

正
発

覚
時

の
態

勢
が

適
切

か
 

業
務

検
討

会
 

ヒ
ヤ

リ
ハ

ッ
ト

 
a
 

b
 

c
 

0
6
 
受
任
調
整

 
・

受
任

調
整

会
議

は
迅

速
に

開
か

れ
て

い
る

か
 

議
事

録
 

a
 

b
 

c
 

0
7
 
S
V
配
置

 
・

ス
ー

パ
ー

バ
イ

ザ
ー

は
配

置
さ

れ
て

い
る

か
 

議
事

録
 

a
 

b
 

c
 

0
8
 
業
務
検
討

 
・

業
務

検
討

会
は

開
か

れ
て

い
る

か
 

議
事

録
 

a
 

b
 

c
 

0
9
 
利
用
相
談

 
・

制
度

利
用

の
相

談
が

適
切

に
行

わ
れ

て
い

る
か

 
相

談
状

況
一

覧
表

 
相

談
票

 
a
 

b
 

c
 

1
0
 
申
立
支
援

 
・

制
度

利
用

が
必

要
な

方
に

適
切

な
申

立
支

援
が

出
来

て
い

る
か

 
申

立
支

援
状

況
一

覧
表

 
申

立
書

 
a
 

b
 

c
 

1
1
 
法
人
受
任

 
・

制
度

利
用

が
必

要
な

方
に

適
切

に
法

人
受

任
が

出
来

て
い

る
か

 
受

任
状

況
一

覧
表

 
審

判
書

 
a
 

b
 

c
 

13



1
2
 
信
頼
性
向
上

 
・

信
頼

性
向

上
の

取
り

組
み

は
あ

る
か

 
事

業
計

画
書

 
a
 

b
 

c
 

 
 

 
 

【
判

断
し

た
理

由
・

特
記

事
項

等
】

 
 

＜
コ
メ
ン
ト
＞

 

          ＜
課
題
＞
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法
人
後
見
自
己
評
価
票
（
利
害
関
係
）

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

様
式

1
−
4
  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

評
価

者
 

 
 

 
 

 
評

価
年

月
日

 
 

年
 

 
月

 
 

日
 

 

評
価
項
目
（
中
項
目
）

 
評

 
価

 
結

 
果

 
評

 
価

 

＜
Ⅳ

 
利
害
関
係
＞

 
 

   

A
 

B
 

C
 

評 価
 

基 準
 

a
 

全
部
で
き
て
い
る

 
評
価
小
項
目
（
中
項
目
）
で
評
価

b
が
複
数
あ
る
場
合
は
、

中
項
目
（
大
項
目
）
は
評
価

B
と
し
ま
す
。

 

同
様
に
評
価

c
が
一
つ
あ
る
場
合
は
、
上
位
項
目
は
評
価

C
と
し
ま
す
。

 

 

b
 

一
部
で
き
て
い
な
い

 

c
 

で
き
て
い
な
い

 

評
価
項
目
（
小
項
目
）

 
評
価
の
着
眼
点

 
確
認
資
料

 
評
価

 

0
1
 
利

害
関

係
 

・
本

人
と

の
間

に
利

害
関

係
を

有
す

る
か

 
候

補
者

事
情

説
明

書
 

a
 

b
 

c
 

0
2
 
将

来
の

懸
念

 
・

将
来

的
に

本
人

に
不

利
益

が
生

じ
る

可
能

性
が

あ
る

か
 

利
害

関
係

の
有

無
を

示
す

資
料

 
a
 

b
 

c
 

0
3
 
防

止
対

策
 

・
実

質
的

な
利

益
相

反
関

係
に

立
つ

こ
と

を
防

止
す

る
仕

組
み

が
あ

る
か

 
組

織
図

 
業

務
検

討
会

 
a
 

b
 

c
 

0
4
 
課

題
検

討
 

・
利

害
関

係
の

恐
れ

が
あ

る
か

ど
か

受
任

調
整

会
議

で
検

討
し

た
か

 
議

事
録

 
a
 

b
 

c
 

0
5
 
信

頼
性

向
上

 
・

信
頼

性
向

上
の

取
り

組
み

は
あ

る
か

 
事

業
計

画
書

 
a
 

b
 

c
 

 
 

 
 

【
判

断
し

た
理

由
・

特
記

事
項

等
】

 

＜
コ
メ
ン
ト
＞

 

 ＜
課
題
＞
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法

人
後
見

自
己

評
価

結
果

表
（

法
人

運
営

）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
様

式
2
−
1
  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
評

価
者

 
評

価
委

員
会

 
 

評
価

年
月

日
2
0
2
2
年

1
1
月

7
日

 

 

評
価

項
目

（
中

項
目

）
 

評
 

価
 

結
 

果
 

評
 
価

 

＜
Ⅰ

法
人

運
営

＞
 
「

誰
も

が
尊

厳
を

守
ら

れ
る

権
利

擁
護

支
援

」
を

法
人

基
本

理
念

に
掲

げ
、
個

人
の

尊
厳

の
保

持
・
尊

重
、
そ

し
て

自
己

決
定
・

自
己

実
現

が
図

ら
れ

る
よ

う
な

支
援

（
意

思
決

定
支

援
）

を
行

っ
て

い
ま

す
。

定
期

的
に

役
員

会
を

開
催

し
情

報
交

換
や

抱
え

て
い

る
諸

問
題

を
話

し
合

っ
て

い
ま

す
。
事

業
報

告
、
事

業
計

画
、
予

算
や

決
算

等
は

適
正

に
作

成
さ

れ
、
定

期
総

会
で

承
認

さ
れ

て
い

ま
す

。
法

人
運

営
規

程
に

守
秘

義

務
を

規
定

し
、

入
会

時
に

個
人

情
報

に
関

す
る

誓
約

書
を

取
り

交
わ

し
て

い
ま

す
。

 

 
基

本
理

念
や

宣
言

、
個

人
情

報
保

護
や

意
思

決
定

支
援

の
考

え
方

等
を

全
員

が
共

有
し

て
い

ま
す

。
 

個
人

情
報

保
護

規
定

、
文

章
保

存
規

定
な

ど
個

別
の

規
定

整
備

は
こ

れ
か

ら
で

す
。

法
人

持
続

化
の

た
め

に
幹

部
養

成
（

含
 
ス

ー
パ

ー
バ

イ
ザ

ー
）
 

と
会

員
の

確
保

・
養

成
が

重
要

課
題

と
な

っ
て

い
ま

す
。

 

法
人

の
活

動
と

し
て

、
ミ

ク
ロ

領
域

（
個

別
事

例
）

は
も

と
よ

り
マ

ク
ロ

領
域

（
ソ

ー
シ

ャ
ル

ア
ク

シ
ョ

ン
）

で
も

積
極

的
に

発
信

し
て

い
ま

す
。

率
先

し
て

の
法

人
後

見
自

己
評

価
実

施
も

そ
の

一
つ

で
す

。
 

 

A
 

B
 

C
 

評
 

価
 

基 準
 

a
 

全
部

で
き

て
い

る
 

評
価

小
項

目
（

中
項

目
）

で
評

価
b
が

複
数

あ
る

場
合

は
、

中
項

目
（

大
項

目
）

は
評

価
B
と

し
ま

す
。

 

同
様

に
評

価
c
が

一
つ

あ
る

場
合

は
、

上
位

項
目

は
評

価
C
と

し
ま

す
。

 

 

b
 

一
部

で
き

て
い

な
い

 

c
 

で
き

て
い

な
い

 

 

評
価

項
目

（
小

項
目

）
 

評
価

の
着

眼
点

 
確

認
資

料
 

評
価

 

0
1
 
法

人
設

立
 

・
法

人
と

し
て

適
正

に
成

立
、

構
成

さ
れ

て
い

る
か

 

・
法

人
の

事
業

目
的

及
び

内
容

が
高

齢
者

・
障

害
者

等
の

福
祉

に
適

う
も

の
（

個
人

の
尊

厳
の

保
持

・
尊

重
）

で
あ

る
か

 

法
人

登
記

履
歴

事
項

全
部

照
明

書
 

定
款

 
設

立
趣

意
書

 
法

人
基

本
理

念
 

広
報

用
パ

ン
フ

レ
ッ

ト
 

事
務

所
確

保
 

a
 

b
 

c
 

0
2
 
総

会
開

催
 

会
員

総
会

は
開

催
さ

れ
て

い
る

か
 

議
事

録
 

a
 

b
 

c
 

0
3
 
理

事
会

等
開

催
 

 

理
事

会
 

役
員

会
は

開
催

さ
れ

て
い

る
か

 

 

議
事

録
 

 

a
 

b
 

c
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0
4
 
事

業
計

画
等

 

 
事

業
計

画
 

事
業

報
告

 
予

算
 

決
算

は
適

切
か

 
議

事
録

 
総

会
資

料
 

a
 

b
 

c
 

0
5
 
情

報
公

開
 

 
 

情
報

（
定

款
 

理
事

名
簿

 
事

業
計

画
・

報
告

 
予

算
・

決
算

 
実

績
 

 

法
人

基
本

理
念

）
は

公
開

さ
れ

て
い

る
か

 

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

 
内

閣
府

N
P
O
法

人
 

広
報

誌
等

の
発

行
・

広
報

方
法

 

a
 

b
 

c
 

0
6
 
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン

ス
 

個
人

情
報

保
護

規
定

は
定

め
て

い
る

か
 

個
人

情
報

保
護

規
定

 
法

人
運

営
規

程
 

 
a
 

b
 

c
 

0
7
 
事

務
局

 

   

・
会

計
に

関
す

る
専

門
知

識
を

持
つ

者
は

い
る

か
、

ま
た

は
専

門
家

の
関

与
が

あ
る

か
 

 

・
現

金
の

取
り

扱
い

 
財

産
管

理
の

チ
ェ

ッ
ク

体
制

は
あ

る
か

 
 

・
法

定
保

存
文

書
の

保
存

を
し

て
い

る
か

 

予
算

・
決

算
報

告
書

 

業
務

検
討

会
 

財
産

管
理

要
領

 
 

文
書

保
存

規
程

 

 

a
 

b
 

c
 

0
8
 
法

人
代

表
 

・
代

表
者

の
紹

介
は

あ
る

か
 

 
a
 

b
 

c
 

0
9
 
会

員
状

況
 

・
実

践
力

の
あ

る
会

員
を

確
保

出
来

て
い

る
か

 
 

a
 

b
 

c
 

1
0
 
幹

部
養

成
 

・
法

人
持

続
化

の
た

め
に

幹
部

（
含

 
S
V
）

を
養

成
し

て
い

る
か

 
 

a
 

b
 

c
 

1
1
信

頼
性

向
上

 
・

信
頼

性
向

上
の

取
り

組
み

は
あ

る
か

 
 

a
 

b
 

c
 

【
判

断
し

た
理

由
・

特
記

事
項

等
】

 

＜
コ

メ
ン

ト
＞

 

○
法

人
基

本
理

念
と

し
て

「
誰

も
が

尊
厳

を
守

ら
れ

る
権

利
擁

護
支

援
」

を
掲

げ
、

特
に

資
力

が
乏

し
い

方
々

を
中

心
に

支
援

を
し

て
い

ま
す

。
個

人
の

尊
厳

の
保

持
・

尊
重

、
そ

の
自

己
決

定
・

自
己

実
現

が
図

ら
れ

る
よ

う
な

支
援

（
意

思
決

定
支

援
）

、
利

用
者

の
権

利
擁

護
を

基
礎

に
し

た
事

業
運

営
、

福
祉

サ
ー

ビ
ス

の

提
供

を
心

掛
け

て
い

ま
す

。
 

○
履

歴
事

項
全

部
証

明
書

、
定

款
、

設
立

趣
意

書
等

に
よ

り
、

成
立

年
月

日
（

令
和

2
年

1
0
月

30
日

）
、

法
人

目
的

（
判

断
能

力
の

不
十

分
な

高
齢

者
・

障
が

い

者
に

対
し

、
本

人
意

思
を

尊
重

し
た

法
人

後
見

に
関

す
る

事
業

を
行

う
）

、
役

員
等

を
確

認
で

き
ま

す
。

 

○
法

人
設

立
に

つ
い

て
は

、
副

代
表

が
適

正
に

手
続

き
を

行
な

っ
て

い
ま

す
。

 

○
令

和
3
年

5
月

1
5
日

、
令

和
4
年

５
月

2
1
日

に
、

定
期

総
会

を
開

催
し

て
い

ま
す

。
 

○
役

員
会

は
、

令
和

2
年

度
9
回

、
令

和
3
年

度
2
3
回

、
令

和
4
年

度
（

1
0
月

1
5
日

現
在

）
8
回

開
催

し
て

い
ま

す
。

 

○
理

事
会

は
、

必
要

時
に

開
催

（
2
0
2
2
年

度
1
0
月

現
在

 
２

回
）

し
て

い
ま

す
。

 

○
業

務
検

討
会

検
討

数
（

2
0
2
2
年

度
1
2
月

現
在

 
1
8
件

）
、

受
任

調
整

会
議

検
討

数
（

2
0
2
2
年

度
1
2
月

現
在

 
1
3
件

）
を

実
施

し
て

い
ま

す
。
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○
事

業
計

画
、

事
業

報
告

、
予

算
、

決
算

等
は

適
正

に
作

成
さ

れ
、

定
期

総
会

で
承

認
さ

れ
て

い
ま

す
。

 

○
定

款
、

役
員

名
簿

、
事

業
計

画
・

報
告

、
予

算
・

決
算

等
は

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

や
内

閣
府

N
P
O
法

人
ポ

ー
タ

ル
サ

イ
ト

に
掲

載
し

て
い

ま
す

。
 

○
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン

ス
と

し
て

、
法

人
運

営
規

程
に

守
秘

義
務

（
個

人
情

報
保

護
法

を
遵

守
し

、
個

人
情

報
保

護
に

十
分

配
慮

す
る

こ
と

）
を

規
定

し
、

入
会

時
に

個
人

情
報

に
関

す
る

誓
約

書
を

取
り

交
わ

し
て

い
ま

す
。

個
人

情
報

保
護

規
定

は
未

整
備

で
し

た
。

 

○
経

理
処

理
に

つ
て
、

代
表

理
事

、
副

代
表

に
は

基
本

的
知

識
は

あ
り

ま
す

が
、

税
制

等
変

動
が

多
い

た
め

今
後

税
理

士
等

の
専

門
家

の
関

与
を

検
討

す
る

必
要

が
あ

り
ま

す
。

 

○
現

金
の

取
扱

い
、

財
産

管
理

や
経

理
処

理
は

、
事

務
局

が
チ

ェ
ッ

ク
体

制
と

し
て

2
人

体
制

を
組

ん
で

行
っ

て
い

ま
す

。
今

後
業

務
拡

大
に

伴
い

、
会

計
事

務
所

と
の

取
り

引
き

を
検

討
す

る
必

要
が

あ
り

ま
す

。
文

書
保

存
規

程
は

未
整

備
で

し
た

。
 

○
法

人
代

表
は

、
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
で

紹
介

さ
れ

て
い

ま
す

。
 

○
2
0
2
2
年

5
月

現
在

、
会

員
：

4
1
名

 
 

賛
助

会
員

：
9
名

で
す

。
 

○
会

員
は

対
人

援
助

の
経

験
の

あ
る

方
で

構
成

し
て

い
ま

す
が

、
兼

業
が

多
い

た
め

担
当

者
・

ス
パ

ー
バ

イ
ザ

ー
共

に
後

見
業

務
に

従
事

で
き

る
人

材
の

確

保
が

課
題

で
す

。
 

＜
内

訳
＞

 

社
会

福
祉

士
 
2
7
名

 
 
精

神
保

健
福

祉
士

 
7
名

 
 
社

会
福

祉
主

事
 
8
名

 
 
主

任
介

護
支

援
専

門
員

 
4
名

 
介

護
支

援
専

門
員

 
1
0
名

 
 
介

護
福

祉
士

 
 
6
名

 
 

行
政

書
士

 
 

3
名

 
保

育
士

 
 
 
 
 
 
 
 
3
名

 
 
社

会
保

険
労

務
士

 
1
名

 
 
宅

建
士

 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
名

 
 
相

談
支

援
専

門
員

 
 
1
名

 
 
元

大
学

教
員

 
1
名

 
 
 

歯
科

衛
生

士
 

1
名

 

○
法

人
の

持
続

化
の

た
め

に
、

次
を

担
う

幹
部

の
養

成
は

不
可

欠
で

あ
る

と
の

認
識

は
あ

り
ま

す
が

具
体

的
養

成
は

不
十

分
で

す
。

 

○
信

頼
性

向
上

の
為

に
、

相
談

・
受

任
案

件
を

一
つ

一
つ

丁
寧

に
取

り
組

む
ほ

か
、

地
域

の
行

政
窓

口
担

当
者

や
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
等

の
相

談
窓

口
 

担
当

者
へ

法
人

の
基

本
理

念
や

実
績

を
伝

え
る

機
会

を
作

っ
て

い
ま

す
。

 

 ＜
課

題
＞

 

○
幹

部
（

S
V
含

む
）

の
養

成
と

実
践

力
の

あ
る

会
員

の
確

保
が

課
題

で
す

。
 

○
「

事
務

局
へ

の
事

務
集

中
対

策
」

が
課

題
で

す
。

 

○
こ

れ
か

ら
の

業
務

拡
大

等
を

考
慮

し
、

よ
り

適
切

な
事

務
所

設
置

が
課

題
で

す
。
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法

人
後

見
自

己
評

価
結

果
表

（
財

政
基

盤
）

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

様
式

2
−
2
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
評

価
者

 
評

価
委

員
会

 
 

評
価

年
月

日
2
0
2
2
年

1
1
月

7
日

 

 

評
価

項
目

（
中

項
目

）
 

評
 

価
 

結
 

果
 

評
 
価

 

＜
Ⅱ

財
政

基
盤

＞
 

主
な

収
入

と
し

て
、
受

取
会

費
、
受

取
寄

附
金
（

現
物

寄
付

を
含

む
）
、
後

見
報

酬
の

事
業

収
入

等
が

あ
り

、
2
0
2
0
年

度

と
2
0
2
1
年

度
決

算
は

黒
字

で
推

移
し

て
い

ま
す

。
原

則
と

し
て

月
次

精
算

表
を

作
成

し
、
月

末
時

点
の

資
産

、
負

債
、
正

味
資

産
状

態
や

各
月

ま

で
の

活
動

状
況

を
役

員
会

で
報

告
し

て
い

ま
す

。
2
0
2
2
年

度
は

W
A
M
助

成
金

を
活

用
し

、
全

員
で

法
人

の
基

盤
づ

く
り

を
心

掛
け

て
い

ま
す

。
 

W
A
M
助

成
事

業
は

、
（

柱
１

）
成

年
後

見
制

度
利

用
相

談
・

申
立

支
援

・
法

人
受

任
 
、

（
柱

２
）

人
材

発
掘

・
育

成
 
、

（
柱

３
）

法
人

後
見

の
普

及
促

進
と

し
て

取
り

組
ん

で
い

ま
す

。
 

法
人

運
営

費
は

、
法

人
設

立
間

も
な

い
た

め
会

費
、
会

員
の

寄
付

、
役

員
の

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

等
で

賄
っ

て
き

ま
し

た
が

、
報

酬
受

領
が

始
ま

り
好

転
し

つ
つ

あ
り

ま
す

。
 

 

会
員

の
寄

付
に

よ
り

つ
ぼ

み
基

金
も

設
置

さ
れ

、
弁

護
士

費
用

捻
出

な
ど

に
も

有
効

活
用

さ
れ

て
い

ま
す

。
今

後
は

、
よ

こ
は

ま
夢

フ
ァ

ン
ド

の
活

用
が

期
待

さ
れ

ま
す

。
 

 

A
 

B
 

C
 

評 価
 

基 準
 

a
 

全
部

で
き

て
い

る
 

評
価

小
項

目
（

中
項

目
）

で
評

価
b
が

複
数

あ
る

場
合

は
、

中
項

目
（

大
項

目
）

は
評

価
B
と

し
ま

す
。

 

同
様

に
評

価
c
が

一
つ

あ
る

場
合

は
、

上
位

項
目

は
評

価
C
と

し
ま

す
。

 

 

b
 

一
部

で
き

て
い

な
い

 

c
 

で
き

て
い

な
い

 

評
価

項
目

（
小

項
目

）
 

評
価

の
着

眼
点

 
確

認
書

類
 

評
価

 

0
1
 
財

政
状

況
 

・
財

政
状

況
（

資
産

や
収

支
）

が
安

定
し

て
い

る
か

 
決

算
書

 
予

算
書

 
貸

借
対

照
表

 
a
 

b
 

c
 

0
2
 
損

害
賠

償
 

・
本

人
に

与
え

た
損

害
を

賠
償

す
る

能
力

が
あ

る
か

 
賠

償
責

任
保

険
の

証
書

 
a
 

b
 

c
 

0
3
 
財

務
管

理
 

・
法

人
の

財
務

が
適

正
に

管
理

さ
れ

て
い

る
か

 
組

織
規

程
 

組
織

図
 

役
員

名
簿

 
a
 

b
 

c
 

0
4
 
報

酬
付

与
申

立
 

・
報

酬
付

与
申

立
を

迅
速

に
行

な
っ

て
い

る
か

 
審

判
書

 
a
 

b
 

c
 

0
5
 
報

酬
助

成
申

請
 

・
成

年
後

見
制

度
利

用
支

援
事

業
を

迅
速

に
申

請
し

て
い

る
か

 
決

定
通

知
書

 
a
 

b
 

c
 

0
6
 
会

費
 

・
会

員
・

賛
助

会
員

の
会

費
納

入
は

適
正

か
 

会
員

名
簿

 
決

算
書

 
a
 

b
 

c
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0
7
 
助

成
制

度
 

・
助

成
制

度
を

積
極

的
に

活
用

し
て

い
る

か
 

申
請

書
 

a
 

b
 

c
 

0
8
 
寄

付
 

・
寄

付
を

積
極

的
に

募
っ

て
い

る
か

 
決

算
書

 
広

報
誌

・
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
等

 
a
 

b
 

c
 

0
9
 
信

頼
性

向
上

 
・

信
頼

性
向

上
の

た
め

に
公

開
し

て
い

る
か

、
第

三
者

に
よ

る
確

認
方

法
は

あ
る

か
 

事
業

計
画

書
 

つ
ぼ

み
ニ

ュ
ー

ス
 

 

a
 

b
 

c
 

【
判

断
し

た
理

由
・

特
記

事
項

等
】

 

＜
コ

メ
ン

ト
＞

 

○
財

政
状

況
は

、
家

庭
裁

判
所

の
審

判
が

確
定

し
受

任
し

て
も

す
ぐ

に
報

酬
を

受
け

ら
れ

な
い

た
め

、
法

人
設

置
後

事
業

収
入

が
発

生
す

る
ま

で
は

、
会

員
等

か
ら

の
寄

付
、

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

で
運

営
し

て
い

ま
す

。
受

任
一

年
後

の
家

庭
裁

判
所

事
務

報
告

が
始

ま
り

、
報

酬
審

判
を

受
け

る
よ

う
に

な
り

ま

し
た

の
で

、
今

後
の

安
定

運
営

の
為

に
担

当
者

へ
の

報
酬

支
払

い
を

見
直

し
ま

し
た

。
 

○
2
0
2
1
（

令
和

３
）

年
3
月

3
1
日

決
算

で
は

、
会

員
3
3
名

、
受

取
会

費
9
9
千

円
、

受
取

寄
附

金
1
,
3
8
0
千

円
（

パ
ソ

コ
ン

等
の

現
物

受
贈

を
含

む
）

、
総

費
用

は
9
0
2
千

円
、
2
0
2
2（

令
和

4
）
年

3
月

3
1
日

決
算

で
は

、
会

員
4
0
名

、
受

取
会

費
1
2
0
千

円
、
受

取
寄

附
金

5
4
5
千

円
、
後

見
業

務
報

酬
9
0
0
千

円
、
総

費

用
は

1
,
2
1
1
千

円
で

、
収

支
は

黒
字

で
推

移
し

て
い

ま
す

。
 

○
法

人
成

年
後

見
賠

償
責

任
保

険
と

し
て

、
C
h
u
b
b
保

険
会

社
（

株
）

の
チ

ャ
ブ

保
険

（
補

償
限

度
額

1
0
百

万
円

）
に

加
入

し
て

い
ま

す
。

 

○
経

理
状

況
は

、
月

次
精

算
表

を
作

成
し

、
月

末
時

点
の

資
産

、
負

債
、

正
味

財
産

と
月

末
ま

で
の

活
動

状
況

を
役

員
会

で
報

告
し

て
い

ま
す

。
 

○
報

酬
付

与
申

立
は

、
事

務
局

中
心

に
行

な
っ

て
い

ま
す

。
 
 
 
 
 
（

2
0
2
2
年

度
1
0
月

現
在

 
5
件

）
 

○
報

酬
助

成
申

請
は

、
事

務
局

・
S
V
中

心
に

行
な

っ
て

い
ま

す
。

（
2
0
2
2
年

度
1
0
月

現
在

 
3
件

）
 

○
財

政
基

盤
を

支
え

る
会

費
納

入
は

、
会

費
（

2
0
2
1
年

度
決

算
 
2
7
名

 
8
1
千

円
）

 
賛

助
会

員
（

2
0
2
1
年

度
 
6
名

 
1
8
千

円
）

と
な

っ
て

い
ま

す
。

 

○
総

会
が

オ
ン

ラ
イ

ン
に

な
り

、
会

員
・

賛
助

会
員

の
会

費
収

受
の

機
会

が
な

く
、

納
入

漏
れ

が
あ

り
ま

す
。

 

○
2
0
2
2
年

度
の

助
成

制
度

と
し

て
、

W
A
M
助

成
事

業
申

請
を

行
い

、
約

2
8
0
万

円
助

成
が

決
定

し
て

い
ま

す
。

目
下

法
人

全
体

で
事

業
に

取
り

組
み

財
政

基
盤

を

整
え

、
法

人
発

展
に

つ
な

げ
る

た
め

に
、

力
を

合
わ

せ
推

進
し

て
い

ま
す

。
 

○
W
A
M
助

成
事

業
と

し
て

、
（

柱
立

て
N
o
１

）
成

年
後

見
制

度
利

用
相

談
・

申
立

支
援

・
法

人
受

任
、

（
柱

立
て

N
o
2
）

人
材

発
掘

・
育

成
、

（
柱

立
て

N
o
3
）

法

人
後

見
の

普
及

促
進

、
な

ど
を

取
り

上
げ

て
い

ま
す

が
、

こ
の

中
で

柱
立

て
N
o
１

の
申

立
支

援
が

極
め

て
重

要
で

す
。

市
内

に
申

立
支

援
の

で
き

る
機

関
が

少

な
い

か
ら

で
す

。
つ

ぼ
み

は
、

市
民

の
目

か
ら

見
る

と
市

民
の

ニ
ー

ズ
に

応
え

る
重

要
な

社
会

資
源

と
な

る
こ

と
が

期
待

さ
れ

て
い

ま
す

。
 

 

○
寄

付
の

状
況

は
、

2
0
2
1
年

度
決

算
で

は
、

1
5
件

 
5
4
5
,
0
0
0
円

あ
り

ま
し

た
。

つ
ぼ

み
ニ

ュ
ー

ス
で

公
開

し
て

い
ま

す
。

 

○
会

員
の

寄
付

に
よ

り
つ

ぼ
み

基
金

を
設

置
し

、
弁

護
士

費
用

等
に

充
当

、
有

効
活

用
し

て
い

ま
す

。
 

○
よ

こ
は

ま
夢

フ
ァ

ン
ド

の
登

録
団

体
と

な
り

、
助

成
金

を
活

用
で

き
る

よ
う

に
な

っ
て

い
ま

す
。
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○
隔

月
に

つ
ぼ

み
ニ

ュ
ー

ス
を

発
行

し
、

最
新

の
後

見
つ

ぼ
み

に
関

す
る

ニ
ュ

ー
ス

を
会

員
等

に
伝

え
て

い
ま

す
。

 

○
信

頼
性

向
上

の
た

め
法

人
情

報
を

公
開

し
、

毎
年

監
事

に
よ

る
監

査
を

受
け

て
い

ま
す

。
今

後
第

三
者

評
価

を
視

野
に

入
れ

、
自

己
評

価
を

始
め

て
い

 

ま
す

。
 

 

＜
課

題
＞

 
 

○
財

政
状

態
を

安
定

さ
せ

る
た

め
に

、
会

員
や

賛
助

会
員

の
増

強
、

寄
附

の
募

集
及

び
助

成
金

の
申

請
・

取
得

等
が

課
題

で
す

。
 

○
経

理
事

務
に

会
計

ソ
フ

ト
の

導
入

と
会

計
事

務
所

へ
の

事
務

処
理

依
頼

の
検

討
が

課
題

で
す

。
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法

人
後

見
自

己
評

価
結

果
表

（
実

施
能

力
）

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

様
式

2
−
3
  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
評

価
者

 
評

価
委

員
会

 
 

評
価

年
月

日
2
0
2
2
年

1
1
月

7
日

 

 

評
価

項
目

（
中

項
目

）
 

評
 

価
 

結
 

果
 

評
 
価

 

＜
Ⅲ

 
実

施
能

力
＞

 
会

員
は

原
則

と
し

て
対

人
援

助
の

経
験

者
で

、
独

自
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
で

実
施

す
る

法
人

後
見

専
門

員
養

成
講

座
等

を
終

了
し

て
い

ま
す

。
後

見
業

務
遂

行
に

S
V
や

業
務

検
討

会
で

バ
ッ

ク
ア

ッ
プ

し
て

い
ま

す
。

指
導

監
督

が
二

重
三

重
に

整
え

ら
れ

て
い

ま
す

。
 

つ
ぼ

み
の

法
人

後
見

の
特

徴
は

、
業

務
検

討
会
（

ケ
ー

ス
カ

ン
フ

ァ
レ

ン
ス

）
の

実
施

と
ス

ー
パ

ー
バ

イ
ザ

ー
（

S
V
）
の

配
置

で
す

。
業

務
検

討
会

で
は

、
身

上
保

護
と

財
産

管
理

の
適

否
が

複
数

の
目

で
チ

ェ
ッ

ク
さ

れ
、

課
題

把
握

と
改

善
方

針
が

樹
立

さ
れ

て
い

ま
す

。
 

法
人

運
営

規
程

に
財

産
管

理
の

方
法

を
規

定
し

、
預

貯
金

通
帳

は
事

務
所

の
金

庫
で

管
理

し
、

預
貯

金
カ

ー
ド

は
担

当
者

が
管

理
し

て
い

ま
す

。
 

S
V
と

は
言

わ
ば

担
当

者
の

相
談

役
で

す
。

チ
ー

ム
支

援
の

業
務

遂
行

に
重

要
な

役
割

を
果

た
し

て
い

ま
す

。
今

後
は

S
V
の

確
保

・
養

成
が

課
題

で
す

が
、

サ
ブ

S
V
を

設
置

し
O
J
T
に

よ
る

養
成

の
兆

し
が

見
え

て
い

ま
す

。
 

担
当

者
養

成
は

、
つ

ば
さ

と
共

催
で

取
り

組
ん

で
い

ま
す

。
2
0
2
2
年

度
つ

ぼ
み

か
ら

３
名

が
受

講
し

て
い

ま
す

。
 

重
大

な
事

故
の

未
然

防
止

の
た

め
、

日
頃

か
ら

ヒ
ヤ

リ
ハ

ッ
ト

を
把

握
・

記
録

し
て

そ
の

原
因

を
究

明
し

、
再

発
防

止
に

努
め

て
い

ま
す

。
 

触
法

行
為

等
の

あ
る

難
し

い
案

件
に

つ
い

て
は

、
共

同
保

佐
人

（
弁

護
士

）
選

任
を

申
立

ま
し

た
。

 

今
後

一
層

の
研

修
の

充
実

を
図

っ
て

、
個

々
の

会
員

の
遂

行
能

力
を

磨
き

、
法

人
全

体
の

後
見

業
務

実
施

能
力

を
高

め
ま

す
。

 

 

A
 

B
 

C
 

評
価

 

基
準

 

a
 

全
部

で
き

て
い

る
 

評
価

小
項

目
（

中
項

目
）

で
評

価
b
が

複
数

あ
る

場
合

は
、

中
項

目
（

大
項

目
）

は
評

価
B
と

し
ま

す
。

 

同
様

に
評

価
c
が

一
つ

あ
る

場
合

は
、

上
位

項
目

は
評

価
C
と

し
ま

す
。

 

 

b
 

一
部

で
き

て
い

な
い

 

c
 

で
き

て
い

な
い

 

評
価

項
目

（
小

項
目

）
 

評
価

の
着

眼
点

 
確

認
書

類
 

評
価

 

0
1
 
後

見
事

務
 

・
事

務
担

当
者

に
後

見
事

務
を

遂
行

す
る

能
力

が
あ

る
か

 

   

会
員

名
簿

 
資

格
 

研
修

歴
 

経
験

 

   

a
 

b
 

c
 

22



 
 

0
2
 
指

導
監

督
 
 
 

 

・
事

務
担

当
者

に
対

す
る

指
揮

命
令
（

指
導

監
督

）
態

勢
は

適
切

か
 

  

組
織

図
 

法
人

運
営

規
程

 

業
務

検
討

会
 

S
V
配

置
 

 
 

a
 

b
 

c
 

0
3
 
研

修
制

度
 

・
担

当
者

に
対

す
る

研
修

制
度

は
整

備
さ

れ
て

い
る

か
 

養
成

研
修

 
説

明
会

 
担

当
者

会
議

 
a
 

b
 

c
 

0
4
 
財

産
管

理
 

・
財

産
管

理
の

方
法

は
適

切
か

 
法

人
運

営
規

程
 

業
務

検
討

会
 

a
 

b
 

c
 

0
5
 
不

正
対

応
 

・
不

正
発

覚
時

の
態

勢
が

適
切

か
 

業
務

検
討

会
 

ヒ
ヤ

リ
ハ

ッ
ト

 
a
 

b
 

c
 

0
6
 
受

任
調

整
 

・
受

任
調

整
会

議
は

迅
速

に
開

か
れ

て
い

る
か

 
議

事
録

 
a
 

b
 

c
 

0
7
 
S
V
配

置
 

・
ス

ー
パ

ー
バ

イ
ザ

ー
は

配
置

さ
れ

て
い

る
か

 
議

事
録

 
a
 

b
 

c
 

0
8
 
業

務
検

討
 

・
業

務
検

討
会

は
開

か
れ

て
い

る
か

 
議

事
録

 
a
 

b
 

c
 

0
9
 
利

用
相

談
 

・
制

度
利

用
の

相
談

が
適

切
に

行
わ

れ
て

い
る

か
 

相
談

状
況

一
覧

表
 

相
談

票
 

a
 

b
 

c
 

1
0
 
申

立
支

援
 

・
制

度
利

用
が

必
要

な
方

に
適

切
な

申
立

支
援

が
出

来
て

い
る

か
 

申
立

支
援

状
況

一
覧

表
 

申
立

書
 

a
 

b
 

c
 

1
1
 
法

人
受

任
 

・
制

度
利

用
が

必
要

な
方

に
適

切
に

法
人

受
任

が
出

来
て

い
る

か
 

受
任

状
況

一
覧

表
 

審
判

書
 

a
 

b
 

c
 

1
2
 
信

頼
性

向
上

 
・

信
頼

性
向

上
の

取
り

組
み

は
あ

る
か

 
事

業
計

画
書

 
a
 

b
 

c
 

 
 

 
 

【
判

断
し

た
理

由
・

特
記

事
項

等
】

 
 

＜
コ

メ
ン

ト
＞

 

○
担

当
者

は
社

会
福

祉
士

、
行

政
書

士
等

の
資

格
を

有
し

、
加

え
て

対
人

援
助

の
経

験
者

で
あ

り
、

法
人

後
見

専
門

員
養

成
講

座
受

講
を

終
了

し
て

い
ま

す
。

 

○
担

当
者

に
対

す
る

指
導

監
督

体
制

は
、

S
V
配

置
、

業
務

検
討

会
や

事
務

局
と

二
重

三
重

に
整

え
て

い
ま

す
。

 

○
代

表
理

事
を

補
佐

し
て

、
事

務
局

長
が

後
見

業
務

担
当

者
に

対
し

て
指

揮
命

令
を

行
う

仕
組

み
が

あ
り

適
切

に
指

導
監

督
が

行
わ

れ
て

い
ま

す
。

 

○
担

当
者

養
成

は
、

独
自

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

で
つ

ば
さ

と
共

催
で

実
施

す
る

養
成

講
座

や
市

社
協

、
県

社
協

が
行

う
研

修
で

行
い

ま
す

。
2
0
2
2
年

度
つ

ぼ
み

か
ら

3
名

が
受

講
し

て
い

ま
す

。
受

任
直

後
の

説
明

会
や

意
思

決
定

支
援

の
会

員
勉

強
会

も
実

施
し

て
い

ま
す

。
 

○
財

産
管

理
の

方
法

は
、

法
人

運
営

規
程

に
記

載
し

て
い

ま
す

。
預

貯
金

通
帳

は
、

法
人

が
事

務
所

金
庫

で
管

理
し

、
預

貯
金

カ
ー

ド
は

担
当

者
が

管
理

し
て

い
ま

す
。

預
貯

金
通

帳
の

記
帳

は
業

務
検

討
会

実
施

時
に

行
い

、
収

支
を

精
査

し
て

い
ま

す
。

 

○
重

大
な

事
故

の
未

然
防

止
の

た
め

、
日

頃
の

ヒ
ヤ

リ
・

ハ
ッ

ト
を

把
握

・
記

録
し

そ
の

原
因

を
究

明
し

再
発

防
止

に
努

め
て

い
ま

す
。

不
正

な
後

見
事

務
が

あ
っ

た
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場
合

の
対

応
を

法
人

運
営

規
程

に
規

定
し

て
い

ま
す

。
 

○
成

年
後

見
制

度
利

用
の

相
談

が
あ

っ
た

場
合

は
、

イ
ン

テ
ー

ク
相

談
票

を
作

成
し

、
相

談
状

況
一

覧
表

を
整

備
し

て
速

や
か

に
受

任
調

整
会

議
に

諮
り

、
後

見
業

務

受
任

（
内

諾
）

可
否

の
方

針
を

決
め

、
相

談
者

に
回

答
し

て
い

ま
す

。
 

○
全

て
の

受
任

案
件

に
、

S
V
を

配
置

し
、

担
当

者
の

日
常

業
務

、
業

務
進

行
管

理
に

助
言

・
指

導
を

行
っ

て
い

ま
す

。
2
0
2
2
年

1
0
月

か
ら

は
，

S
V
育

成
の

た
め

に

サ
ブ

ス
ー

パ
ー

バ
イ

ザ
ー

を
配

置
し

て
い

ま
す

。
 

○
業

務
検

討
会

は
、

受
任

直
後

の
整

理
期

の
３

か
月

間
は

月
に

１
回

、
4
か

月
目

以
降

の
安

定
期

は
4
か

月
に

1
回

開
催

し
て

い
ま

す
。

担
当

者
が

本
人

の
状

況
や

お

金
の

管
理

状
況

を
報

告
し

ま
す

。
業

務
検

討
会

は
、

2
0
2
2
年

度
1
0
月

現
在

 
1
3
回

開
催

し
て

い
ま

す
。

 
 

○
成

年
後

見
制

度
の

利
用

相
談

・
申

立
支

援
・

法
人

受
任

を
一

体
的

進
め

る
た

め
申

立
支

援
専

門
員

を
置

い
て

、
適

切
な

支
援

を
心

掛
け

て
い

ま
す

。
 

○
制

度
利

用
が

必
要

な
人

へ
の

、
申

立
の

仕
方

（
本

人
、

親
族

 
区

長
 

弁
護

士
 

法
テ

ラ
ス

）
の

適
切

な
ア

ド
バ

イ
ス

を
行

な
っ

て
い

ま
す

。
 

○
申

立
支

援
の

必
要

な
方

に
は

、
地

域
連

携
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

組
織

し
無

料
で

懇
切

丁
寧

に
行

っ
て

い
ま

す
。

（
2
0
2
2
年

度
 

6
件

）
 

○
触

法
行

為
等

の
あ

る
難

し
い

案
件

に
つ

い
て

は
、

共
同

保
佐

人
の

弁
護

士
と

連
携

し
て

い
ま

す
。

 

○
担

当
者

会
議

、
会

員
の

現
任

訓
練

、
O
J
T
等

に
よ

り
後

見
業

務
の

質
の

向
上

に
努

め
、

信
頼

性
の

向
上

を
図

り
ま

す
。

 

○
現

在
（

2
0
2
2
年

1
0
月

3
1
日

）
受

任
件

数
は

、
8
件

あ
り

、
チ

ー
ム

を
組

ん
で

支
援

し
て

い
ま

す
。

受
任

状
況

一
覧

表
で

管
理

し
て

い
ま

す
。

 

○
信

頼
性

向
上

の
取

り
組

み
を

事
業

計
画

書
に

盛
り

込
ん

で
行

い
ま

す
。

 

 ＜
課

題
＞

 

○
利

用
相

談
・

申
立

支
援

・
候

補
者

依
頼

等
の

ニ
ー

ズ
が

多
く

、
法

人
と

し
て

の
受

任
体

制
整

備
、

担
当

者
と

S
V
の

確
保

・
養

成
が

課
題

で
す

。
 

○
サ

ブ
S
V
導

入
で

、
O
J
T
に

よ
る

S
V
養

成
を

一
層

推
進

す
る

こ
と

が
課

題
で

す
。

 

○
研

修
の

充
実

を
図

っ
て

、
個

々
の

会
員

の
遂

行
能

力
を

磨
き

法
人

全
体

の
後

見
実

施
能

力
を

高
め

る
こ

と
が

課
題

で
す

。
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法
人

後
見

自
己

評
価

結
果

表
（

利
害

関
係

）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
様

式
2
−
4
  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
評

価
者

 
評

価
委

員
会

 
 

評
価

年
月

日
2
0
2
2
年

1
1
月

7
日

 

 

評
価

項
目

（
中

項
目

）
 

評
 

価
 

結
 

果
 

評
 
価

 

＜
Ⅳ

 
利

害
関

係
＞

 
後

見
人

等
候

補
者

事
情

説
明

書
（

法
人

用
）
に

よ
り

、
本

人
と

法
人

及
び

法
人

代
表

者
と

の
利

害
関

係
を

チ
ェ

ッ
ク

し
て

い
ま

す
。

サ
ー

ビ
ス

提
供

者
で

あ
る

後
見

つ
ぼ

み
は

、
被

後
見

人
等

が
入

所
し

て
い

る
施

設
等

を
運

営
し

て
い

る
法

人
に

は
該

当
し

ま
せ

ん
。

本

人
情

報
シ

ー
ト

（
成

年
後

見
制

度
用

）
、

財
産

目
録

や
収

支
予

定
表

等
を

利
用

し
、

福
祉

に
関

す
る

認
定

の
有

無
、

日
常

生
活

・
社

会
生

活
状

況

や
課

題
に

つ
い

て
検

討
し

、
将

来
的

に
本

人
に

不
利

益
が

生
じ

る
可

能
性

の
有

無
を

役
員

会
等

で
検

討
し

て
い

ま
す

。
 

 

A
 

B
 

C
 

評 価
 

基 準
 

 

a
 

全
部

で
き

て
い

る
 

評
価

小
項

目
（

中
項

目
）

で
評

価
b
が

複
数

あ
る

場
合

は
、

中
項

目
（

大
項

目
）

は
評

価
B
と

し
ま

す
。

 

同
様

に
評

価
c
が

一
つ

あ
る

場
合

は
、

上
位

項
目

は
評

価
C
と

し
ま

す
。

 

 

b
 

一
部

で
き

て
い

な
い

 

c
 

で
き

て
い

な
い

 

評
価

項
目

（
小

項
目

）
 

評
価

の
着

眼
点

 
確

認
資

料
 

評
価

 

0
1
 
利

害
関

係
 

・
本

人
と

の
間

に
利

害
関

係
を

有
す

る
か

 
候

補
者

事
情

説
明

書
 

a
 

b
 

c
 

0
2
 
将

来
の

懸
念

 
・

将
来

的
に

本
人

に
不

利
益

が
生

じ
る

可
能

性
が

あ
る

か
 

利
害

関
係

の
有

無
を

示
す

資
料

 
a
 

b
 

c
 

0
3
 
防

止
対

策
 

・
実

質
的

な
利

益
相

反
関

係
に

立
つ

こ
と

を
防

止
す

る
仕

組
み

が
あ

る
か

 
組

織
図

 
業

務
検

討
会

 
a
 

b
 

c
 

0
4
 
課

題
検

討
 

・
利

害
関

係
の

恐
れ

が
あ

る
か

ど
か

受
任

調
整

会
議

で
検

討
し

た
か

 
議

事
録

 
a
 

b
 

c
 

0
5
 
信

頼
性

向
上

 
・

信
頼

性
向

上
の

取
り

組
み

は
あ

る
か

 
事

業
計

画
書

 
a
 

b
 

c
 

 
 

 
 

【
判

断
し

た
理

由
・

特
記

事
項

等
】

 

＜
コ

メ
ン

ト
＞

 

○
後

見
人

等
候

補
者

事
情

説
明

書
（

法
人

用
）

に
よ

り
、

本
人

と
法

人
及

び
法

人
代

表
と

の
利

害
関

係
を

チ
ェ

ッ
ク

し
て

い
ま

す
。
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○
本

人
情

報
シ

ー
ト
（

成
年

後
見

制
度

用
）
、
財

産
目

録
や

収
支

予
定

表
等

を
利

用
し

、
福

祉
に

関
す

る
認

定
の

有
無

、
日

常
・
社

会
生

活
の

状
況

や
課

題
等

に
つ

い
て

検
討

し
、

将
来

的
に

本
人

に
不

利
益

が
生

じ
る

可
能

性
が

あ
る

か
ど

う
か

を
業

務
検

討
会

や
役

員
会

で
検

討
し

て
い

ま
す

。
 

○
サ

ー
ビ

ス
提

供
者

で
あ

る
後

見
つ

ぼ
み

は
、

被
後

見
人

等
が

入
所

し
て

い
る

施
設

等
を

運
営

し
て

い
る

法
人

に
は

該
当

し
ま

せ
ん

。
業

務
検

討
会

で
担

当
者

と

成
年

被
後

見
人

等
と

の
関

係
に

つ
い

て
、

利
益

相
反

関
係

が
生

じ
る

か
ど

う
か

を
チ

ェ
ッ

ク
し

て
い

ま
す

。
 

○
相

談
票

や
後

見
人

等
候

補
者

事
情

説
明

書
（

法
人

用
）
を

参
考

に
し

て
、
受

任
調

整
会

議
で

、
本

人
と

法
人

及
び

法
人

代
表

者
と

の
利

害
関

係
の

有
無

を
チ

ェ
ッ

ク
し

て
い

ま
す

。
 

○
法

人
と

成
年

被
後

見
人

等
と

は
利

害
関

係
に

立
つ

懸
念

が
な

い
の

で
、

現
在

は
防

止
す

る
仕

組
み

は
必

要
あ

り
ま

せ
ん

。
 

○
後

見
人

等
候

補
者

事
情

説
明

書
（

法
人

用
）

で
は

、
利

害
関

係
の

チ
ェ

ッ
ク

が
必

須
事

項
で

す
。

 

○
社

会
福

祉
士

事
務

所
開

業
者

か
ら

コ
ン

サ
ル

（
有

料
？

）
を

行
な

っ
て

い
る

が
、

後
見

人
に

な
っ

て
ほ

し
い

と
依

頼
さ

れ
る

こ
と

が
多

く
な

っ
た

の
で

、
つ

ぼ
 

み
に

入
会

し
自

分
が

担
当

す
る

こ
と

は
可

能
か

と
の

問
い

合
わ

せ
が

あ
り

、
利

益
相

反
や

誘
導

に
な

り
か

ね
な

い
た

め
基

本
的

に
担

当
者

に
な

る
の

は
好

ま
し

 

く
な

い
と

回
答

し
た

。
 

  ＜
課

題
＞

 

○
現

在
は

利
害

関
係

に
つ

い
て

、
特

段
問

題
は

あ
り

ま
せ

ん
が

、
担

当
者

及
び

S
V
と

成
年

被
後

見
人

等
と

の
利

益
相

反
関

係
に

つ
い

て
は

、
常

に
意

識
し

て
チ

ェ

ッ
ク

を
す

る
こ

と
が

重
要

と
考

え
て

い
ま

す
。

 

○
信

頼
性

向
上

の
た

め
、

担
当

者
及

び
S
V
自

身
で

チ
ェ

ッ
ク

を
行

う
か

確
認

を
義

務
付

け
る

よ
う

に
し

ま
す

。
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法
人

後
見

自
己

評
価

結
果

総
括

表
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
様

式
3
 

 
 
評

価
者

 
 

評
価

委
員

会
 

 
 

 
評

価
年

月
日

2
0
2
2
年

1
1
月

7
日

 

 

評
価

項
目

（
大

項
目

）
 

評
 

価
 

結
 

果
 
 

評
 

価
 

＜
総

 
括

＞
 

つ
ぼ

み
は

、
横

浜
で

法
人

後
見

の
途

を
切

り
拓

い
た

認
定

N
P
O

法
人

よ
こ

は
ま

成
年

後
見

つ
ば

さ
を

母
体

に
誕

生
し

て
い

ま
す

。

そ
の

特
徴

は
、

ス
ー

パ
ー

バ
イ

ザ
ー

（
S
V
）

の
配

置
と

業
務

検
討

会
の

実
施

に
あ

り
ま

す
。

人
材

養
成

や
新

規
相

談
な

ど
で

は
つ

ば
さ

と
連

携
し

て

い
ま

す
。

 

法
人

運
営

の
課

題
解

決
、

財
政

基
盤

の
安

定
化

、
実

施
能

力
の

向
上

等
に

取
り

組
み

な
が

ら
、

信
頼

性
の

向
上

を
図

り
、

つ
ぼ

み
に

集
ま

る
貴

重

な
人

・
財

を
活

用
し

地
域

に
山

積
す

る
社

会
課

題
解

決
の

一
端

を
担

っ
て

い
ま

す
。

 

課
題

の
S
V
確

保
・

養
成

で
は

、
新

た
に

サ
ブ

S
V
を

導
入

し
O
J
T
に

よ
る

養
成

の
試

み
が

あ
り

、
改

善
の

兆
し

が
見

え
て

い
ま

す
。

自
己

評
価

実

施
に

よ
る

気
付

き
、

課
題

把
握

、
課

題
改

善
の

方
向

性
を

明
確

に
し

ま
す

。
 

こ
う

し
た

こ
と

が
き

っ
か

け
で

つ
ぼ

み
の

法
人

後
見

活
動

は
、

ま
た

一
段

と
前

進
す

る
も

の
と

確
信

し
て

い
ま

す
。

 

 

 

A
 

B
 

C
 

評
価

項
目

（
中

項
目

）
 

評
 

価
 

結
 

果
 

評
 

価
 

Ⅰ
 
法

人
運

営
 

 

 

「
誰

も
が

尊
厳

を
守

ら
れ

る
権

利
擁

護
支

援
」
を

法
人

理
念

に
掲

げ
、
個

人
の

尊
厳

の
保

持
・
尊

重
、
そ

し
て

自
己

決
定
・

自
己

実
現

が
図

ら
れ

る
よ

う
な

支
援

（
意

思
決

定
支

援
）

を
行

っ
て

い
ま

す
。

定
期

的
に

役
員

会
を

開
催

し
情

報
交

換
や

抱
え

て
い

る
諸

問
題

を
話

し
合

っ
て

い
ま

す
。

事
業

報
告

、
事

業
計

画
、

予
算

や
決

算
等

は
適

正
に

作
成

さ
れ

、
定

期
総

会
で

承
認

さ
れ

て
い

ま
す

。
法

人
運

営
規

程
に

守
秘

義
務

を
規

定
し

、
入

会
時

に
個

人
情

報
に

関
す

る
誓

約
書

を
取

り
交

わ
し

て
い

ま
す

。
事

務
局

へ
の

事
務

集
中

の
回

避
や

個
人

情
報

保
護

規
程

等
の

整
備

が
課

題
で

す
。

 

国
の

第
二

期
基

本
計

画
の

パ
ブ

リ
ッ

ク
コ

メ
ン

ト
で

は
3
5
項

目
の

意
見

を
提

出
し

、
そ

の
中

の
法

人
後

見
自

己
評

価
導

入
が

検
討

さ
れ

つ
つ

あ
り

ま
す

。
 

 

a
 

b
 

c
 

  

 

Ⅱ
 
財

政
基

盤
 

 

 

主
な

収
入

と
し

て
、
会

員
・
賛

助
会

員
の

会
費

、
寄

附
金
（

現
物

寄
付

を
含

む
）
、
後

見
報

酬
の

事
業

収
入

等
が

あ
り

、

2
0
2
0
年

度
と

2
0
2
1
年

度
決

算
は

黒
字

で
推

移
し

て
い

ま
す

。
原

則
と

し
て

月
次

精
算

表
を

作
成

し
、
月

末
時

点
の

資
産

、

負
債

、
正

味
資

産
状

態
や

各
月

ま
で

の
活

動
状

況
を

役
員

会
で

報
告

し
て

い
ま

す
。
2
0
2
2
年

度
は

W
A
M
助

成
金

を
活

用
し

a
 

b
 

c
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法
人

の
基

盤
づ

く
り

を
全

員
で

心
掛

け
て

い
ま

す
。

 

会
員

の
寄

付
で

設
置

し
た

「
つ

ぼ
み

基
金

」
の

有
効

活
用

も
図

っ
て

い
ま

す
。

 

今
後

は
、

よ
こ

は
ま

夢
フ

ァ
ン

ド
の

活
用

も
期

待
さ

れ
ま

す
。

 

Ⅲ
 
実

施
能

力
 

 

 

 
後

見
業

務
の

実
施

能
力

は
、

良
質

な
法

人
後

見
実

施
団

体
を

目
指

す
に

は
最

重
要

事
項

で
す

。
そ

の
実

施
能

力
と

は
、

単
に

法
人

運
営

能
力

、
対

人
援

助
能

力
、

課
題

解
決

能
力

、
家

裁
事

務
処

理
能

力
に

止
ま

ら
ず

、
政

策
提

言
能

力
、

発
信

力
、

地
域

連
携

能
力

な
ど

多
岐

に
わ

た
っ

て
い

ま
す

。
 

実
践

力
の

あ
る

人
材

の
確

保
・

養
成

に
努

め
、

法
人

全
体

と
し

て
の

実
施

能
力

を
高

め
ま

す
。

 

 
業

務
検

討
会

、
会

員
研

修
 

担
当

者
会

議
、

O
J
T
な

ど
の

研
修

で
後

見
業

務
の

質
の

向
上

を
目

指
し

ま
す

。
 

a
 

b
 

c
 

   

 

 
Ⅳ

 
利

害
関

係
 

  

後
見

人
等

候
補

者
事

情
説

明
書
（

法
人

用
）
に

よ
り

、
本

人
と

法
人

及
び

法
人

代
表

者
と

の
利

害
関

係
を

チ
ェ

ッ
ク

し
て

い
ま

す
。

サ
ー

ビ
ス

提
供

者
で

あ
る

後
見

つ
ぼ

み
は

、
被

後
見

人
等

が
入

所
し

て
い

る
施

設
等

を
運

営
し

て
い

る
法

人
に

は
該

当
し

ま
せ

ん
。

本
人

情
報

シ
ー

ト
（

成
年

後
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後見つぼみの自己評価結果を読んで、これからに期待すること 

東洋英和女学院大学名誉教授  石渡和実 

 

 後見つぼみの自己評価結果を拝見して、さまざまな発見や気づきがありました。 

 まず第１に、法人後見の活動に対して「自己評価」を行うという発想そのものです。そ

のきっかけとなったのは、厚生労働省による法人後見の評価に関するヒアリングを受け

た、ということだそうです。その経験を、第二期成年後見制度利用促進基本計画に関する

パブリックコメントに生かしたという行動への発展が、後見つぼみの基本的姿勢を象徴し

ていると考えます。後見業務についてあるべき方向性を常に模索し、多角的な視点を有し

ているからこそ、ヒアリングへの回答で終わることなく、新たな段階への道筋をつけるこ

とになったと言えます。 

 第２に、自己評価を行う目的を「信頼性の向上」に結び付けたという点です。社会福祉

法第 78 条では、「福祉サービスの質の向上」をめざして事業者に自己評価に努めること

を求めています。後見つぼみでは受任した被後見人等に対して、初めの 3 か月は月に 1

回、それ以降は 4 か月に 1 回の業務検討会（ケースカンファレンス）を、スーパーバイザ

ーの助言も受けて実施しているとのことです。このようなスタッフ全体での丁寧な取り組

み、組織を挙げて質の向上をめざしているからこそ、パブリックコメントで自己評価の重

要性を指摘することにつながったと言えます。さらに、それを「質の向上」にとどめるの

ではなく、最高裁判所家庭局の提案も踏まえて法人の「信頼性の向上」と位置付けたとい

う点が、また素晴らしいと言えます。まさに「信頼できる存在」こそ、成年後見制度を利

用する立場の方々が何よりも求めているのではないでしょうか。 

 第３に、このような視点を踏まえて作成した「自己評価票」の構成が卓抜だと考えま

す。これは前述の最高裁家庭局が示した、「法人後見選任における考慮要素」を参考にし

ているということです。この 4 点の配慮事項を参考に、つぼみの自己評価票は「Ⅰ 法人

運営」「Ⅱ 財政基盤」「Ⅲ 実施能力」「Ⅳ 利害関係」という４領域の中項目から成

っています。司法が求める視点を自己評価に確実に組み込むという視点は、後見業務を担

う法人の姿勢として高く評価できると考えます。 

 第 4 に、こうしてできた 4 領域から成る中項目に、後見業務ならではの小項目を確実に

盛り込んだ、ということがまた評価に値すると考えます。４領域それぞれに、前段にある

小項目は一般の福祉法人にも求められる内容ですが、後段の太字で示されたものが後見業

務に特有の項目と言えます。「Ⅲ 実施能力」であれば、「受任調整」「スーパーバイザ

ー配置」「業務検討（ケースカンファレンス）」「利用相談」「申立支援」「法人受任」

「信頼性向上」などの項目です。このような内容を列挙できるのは、評価票を作成したつ

ぼみのスタッフが、その前身とも言えるよこはま法人後見つばさの時代から 10 年以上も

後見人として活動し、業務に精通しているからこその成果だと言えます。長期にわたっ

て、支援を必要とする方々に真摯に向き合ってきたからこそ、この自己評価票を作成する

ことができたと感服させられました。 

 第５に、完成した自己評価票に基づき、後見つぼみという組織について評価を行った結

果が、また「圧巻！」だと言えます。スタッフの中で、これまで福祉サービス第三者評価

などの経験が豊富な 3 人が実施したということです。それだけに、非常に的確な、鋭い指
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摘がなされており、「自己」というより「第三者」的な、客観性がある、納得できる評価

結果がまとめあげられています。全部で 37 ある小項目のうち、「a,b,c」3 段階の「a 全

部できている」が 33 項目、「b 一部できていない」が 4 項目という結果となっています。

「b」となったのは、個人情報保護規定や文書保存規定などの不備、スーパーバイザーな

どを含めた幹部職員の養成や受任体制が不十分、などの指摘でした。しかし、法人成立か

らまだ 2 年ほどということを考えると、これから整備が進んでいくと期待できます。 

「総括所見」では、こうした課題を踏まえつつも、「『誰もが尊厳を守られる権利擁護

支援』を法人理念に掲げ、個人の尊厳の保持・尊重、そして自己決定・自己実現が図られ

るような支援（意思決定支援）を行っています」と、改めて原点に立ち返り、更なる前進

をめざすという方向性が明確に打ち出されています。これまでの自己の歩みを謙虚に振り

返り、課題を整理して、組織全体で新たな一歩を踏み出す、という契機となる役割を自己

評価が果たしたと言えます。 

総括の最後はこう結ばれています。「法人の活動として、ミクロ領域（個別事例）はも

とよりマクロ領域（ソーシャルアクション）でも積極的に発信しています。率先しての法

人後見自己評価実施もその一つです」と。 まさにその通りで、こうした先駆的な活動

は、今後の後見活動の担い手として大きな期待が寄せられている、法人組織のあるべき姿

を示す好事例と評価できます。後見つぼみの、ますますの発展を心から願っています。 

 

2023 年 1月 7 日 
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まとめ 自己評価を実施して 

 

 NPO 法人後見つぼみ（以下つぼみ）は、2020 年 10月 30 日設立のまだスタート間もない

法人後見実施団体です。 

しかし、認定 NPO 法人よこはま成年後見つばさ（以下つばさ）で、法人後見の経験を十

分に積んできたので、家裁での信頼度は抜群でした。 

代表理事をはじめ、福祉サービスの第三者評価調査員の経験者（３名）で、厚生労働省

の説明に沿った法人後見自己評価項目、評価基準を設定し、試験的に実施しました。 

評価基準は、3 段階（A B C）にしました。ほとんどが A でしたが、B がいくつかありま

した。評価の過程で改善の気付きもありました。今後はその改善に努めます。 

また、さらに信頼性を高めるためにより良い評価システムに改良します。 

 

厚生労働省の説明では、「適切に活動する法人後見実施団体の確保・育成という観点か

ら、第三者評価の実施の検討が必要」ともありました。 

福祉サービスの第三者評価では、第三者評価者（評価実施機関）が用意した同じ評価項

目、評価基準で自己評価を行います。 

この法人後見自己評価もいずれはそこまで成熟していくことを願います。 

独自に作った自己評価票とそれに基づく評価結果について、障害福祉と成年後見制度の

両方に精通した石渡 和実東洋英和女学院大学名誉教授にコメントを頂きました。 

先生からは、「これまでの自己の歩みを謙虚に振り返り、課題を整理して、組織全体で

新たな一歩を踏み出す、という契機となる役割を自己評価が果たしたと言えます。」との

お言葉をいただきました。 

石渡名誉教授、ありがとうございます。 

 

最後に、福祉サービスの第三者評価は、普通 3 年に 1回程度の受審です。 

この法人後見自己評価は、毎年実施とされていますので、標準的な簡易な評価項目と評

価基準が示されるものと思います。 

目的が信頼性の向上ですから、今年より来年、来年より再来年と向上させる工夫が必要

になると思います。年度当初の事業計画に組み込み、課題の改善状況を確認します。 

私たちは、一歩一歩階段を昇るが如く、改善を積み重ねて信頼される、質の良い法人後

見業務を進めていきます。 

 

 

2023 年 1 月 

 

NPO 法人後見つぼみ 自己評価委員会 

委員長 須田 幸隆  
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NPO法人 後見つぼみ基本理念 

 

 

 

 



  33 

 

 

 

設  立  趣  旨  書 

 

2011 年 10 月 12 日、NPO 法人としては、横浜で最初の法人後見を実施する特定非営利活動法人よ

こはま成年後見つばさ（以下つばさ）が設立され、認知症高齢者や知的障がい者、精神障がい者な

ど判断能力の不十分な方々の財産管理、身上保護など権利擁護のための法人後見事業が取り組まれ

てきました。 

 

つばさでは、相談段階からご本人やご家族との信頼関係を築き、地域の福祉関係者と連携のネット

ワークを構築しながら、共に申立支援に取り組み法人受任することで安心して制度利用していただ

くことに努めています。ところが、制度利用相談・申立支援・法人受任を一体的に進める相談機関

の整備は、未だ不十分です。 

 

長年、私たちは横浜市内での法人後見実施団体誕生を願ってきました。昨年 4月には、鶴見区内

につばさの関係者が関与した NPO 法人つなぐが誕生しましたが、その他にはこの 10 年間あまり変

化はありませんでした。そこでつばさで学んだことを生かし、もっとライト（軽い、明るい、権利

擁護）な小さな NPO法人を設立し、今後の市民のニーズと期待に広く応えていく決意を固めました。 

 

法人後見は、永続性の観点から、障害の分野からの相談が多く、障害関係者からの期待が大きい

ことが分かりました。「つばさ」では、生活の質(QOL)の向上を目標にチームケアで取り組まれてい

ます。また、生活保護受給者など資力の乏しい方々の生活支援も重視されています。こうした法人

の理念、運営が徐々に認識されるようになり、2020年 8 月現在、延べ 98 件もの受任になっていま

す。行政や施設、病院、相談機関などからの相談は、数多（あまた）あります。 

 

 成年後見制度を利用するためには、家庭裁判所に申立をする段階で大きなハードルがあることも

分かってきました。一般的には法律職の方に費用を支払って依頼するか法テラスに依頼することに

なりますが、「親族とは疎遠」、「まとまった費用は出せない」という方も多く、「区長申立を相談し

たがなかなか申立をしてくれない」「支援があれば本人や親族で申立できる」「申立支援してくれる

ところがない」とういう相談も寄せられています。 

 

 2025 年には団塊の世代が後期高齢者に突入します。認知症高齢者は 2012 年の時点で 462 万人、

2025年には 700万人になると推計されています。また、地域には例えば高齢化した親と障害のある

子どものいわゆる親亡き後問題、認知症が進む親と SOSを出す障がい者など複合的な課題を抱えた

事例、身寄りのない一人暮らしのいわゆる身元保証問題など課題が山積しています。 

 

私たちは、こうした地域の課題解決に取り組み、他の法人後見実施団体誕生の呼水となるべ

く、小さくとも志は高く持って、新たな一歩を踏み出します。 

 

よってここに、特定非営利活動法人 後見つぼみを設立することを宣言します。 

 

 

           ２０２０年８月９日 

 

法人の名称 特定非営利活動法人 後見つぼみ 

設立代表者 須田 幸隆  
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受任状況 
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特定非営利活動法人 よこはま成年後見つばさ 設立10周年記念講演会
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NPO 法人 後見つぼみの活動 

 

法人設立 2020年 10月 30日 

会員   41名（2022年 5月現在） 

 

        
 ロゴマーク            事務所 

 

            

  

    申立支援             区役所職員研修（15名参加） 

 

 

  

    つぼみニュース          法人後見自己評価 
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自己評価報告書 

〜誰もが尊厳を守られる権利擁護支援〜 
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